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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 16,878 11.4 535 － 619 227.3 439 230.6

2025年３月期第１四半期 15,148 △3.9 45 △86.2 189 △63.3 133 △63.4

（注）１．包括利益 2026年３月期第１四半期 464百万円（3.0％） 2025年３月期第１四半期 451百万円（△40.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 34.54 －

2025年３月期第１四半期 10.46 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 51,429 34,853 67.0

2025年３月期 54,208 34,770 63.4

（参考）自己資本 2026年３月期第１四半期 34,483百万円 2025年３月期 34,392百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 30.00 － 30.00 60.00

2026年３月期 －

2026年３月期（予想） 44.00 － 44.00 88.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 40,600 18.8 1,790 115.9 1,900 104.9 1,330 108.6 104.44

通期 82,500 4.9 3,730 13.2 3,990 10.9 2,800 15.0 219.87

１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

２．2026年３月期第１四半期の営業利益の対前年同四半期増減率は1000％を超えるため「－」と記載しています。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期１Ｑ 12,765,820株 2025年３月期 12,765,820株

②  期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 31,565株 2025年３月期 30,945株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 12,734,422株 2025年３月期１Ｑ 12,717,911株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料P.６「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 (3) 四半期連結財務諸表に関する注記事

項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意

事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績等の概況 (3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」を

ご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1) 当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益増加にともなう雇用環境の好転が景気を下支えするも

のの、物価上昇による消費者心理の悪化が個人消費の回復を鈍化させており、全体としては回復と停滞が混在する形

で推移しました。一方、世界経済においては、トランプ政権の関税政策による国際貿易の先行きへの懸念や、地政学

的リスクの長期化にともなう商品価格の高止まりなどの影響により、依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、自動車の生産台数は回復傾向にあるものの、

米国による関税政策が輸出環境に不透明感をもたらし、業界全体に慎重な動きが広がりました。こうした状況下にお

いても、当社における次世代モビリティ関連分野の取引は安定した水準を維持し、主要顧客を中心とした需要が堅調

に推移したことから、当該分野における業績は前年を上回る結果となりました。

　こうした中、当社グループにおきましては、「エリアNo．１の存在価値のあるパートナーになる」をスローガンと

した第11次中期経営計画（2024年度～2026年度）に基づき、事業品質向上、成長投資と収益力強化、サステナビリテ

ィ推進、資本コスト経営などの主要施策に取り組みました。

　当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は次世代モビリティ開発向けの投資や、半導体及び物流関連の

需要増大の影響を受け、前年同期比で増加しました。利益につきましては、収益改善を目的とした生産性向上による

効果や為替の円安傾向が海外売上の利益額を押し上げたこともあり、前年同期比で増加しました。販売費及び一般管

理費におきましては、ベースアップや海外を含めた人件費の増加があったものの、昨年度に計上されたシステム更新

にともなう初期投資が一巡したことで、営業利益は前年同期を上回りました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は16,878百万円（前年同四半期比11.4％増）、営業利益は535百万

円（前年同四半期比1080.0％増）、経常利益は619百万円（前年同四半期比227.3％増）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は439百万円（前年同四半期比230.6％増）となりました。

(2) 当四半期の財政状態の概況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は40,334百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,338百万円減

少いたしました。これは主に現金及び預金が1,020百万円、棚卸資産が621百万円増加したものの、営業債権が

4,697百万円減少したことによるものであります。固定資産は11,094百万円となり、前連結会計年度末に比べ558百

万円増加いたしました。これは主に有形固定資産が173百万円、投資その他の資産が416百万円増加したことによる

ものであります。

　この結果、総資産は、51,429百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,779百万円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は15,384百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,970百万円減

少いたしました。これは主に営業債務が2,354百万円、未払法人税等が429百万円、賞与引当金が316百万円減少し

たことによるものであります。固定負債は1,191百万円となり、前連結会計年度末に比べ108百万円増加いたしまし

た。

　この結果、負債合計は、16,575百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,862百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は34,853百万円となり、前連結会計年度末に比べ82百万円増加

いたしました。これは主にその他有価証券評価差額金が261百万円増加したこと、為替換算調整勘定が209百万円減

少したこと、親会社株主に帰属する四半期純利益439百万円及び剰余金の配当382百万円によるものであります。

　この結果、自己資本比率は67.0％（前連結会計年度末は63.4％）となりました。

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2025年５月15日の「2025年３月期　決算短信」で公表いたしました第２四半期連結

累計期間及び通期の連結業績予想に変更はありません。

　なお、米国による関税政策の影響については、直接的な影響は軽微なものと考えておりますが、当社の顧客の業績

や投資判断に対する影響が今後生じる可能性があります。ただ、現時点では予測が困難であるため、今後の推移を注

視し、連結業績予想を修正する必要が生じた場合は、速やかに公表いたします。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,905,850 8,926,648

受取手形及び売掛金 19,104,212 12,951,367

電子記録債権 9,655,652 11,111,347

商品及び製品 5,076,592 5,398,969

仕掛品 882,299 1,182,964

原材料及び貯蔵品 55,134 53,627

その他 1,042,989 753,237

貸倒引当金 △49,306 △43,336

流動資産合計 43,673,424 40,334,825

固定資産

有形固定資産 4,452,168 4,626,033

無形固定資産 522,089 490,907

投資その他の資産 ※ 5,561,146 ※ 5,977,280

固定資産合計 10,535,404 11,094,221

資産合計 54,208,829 51,429,047

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,012,012 6,852,271

電子記録債務 6,396,146 6,201,311

未払法人税等 629,995 200,367

賞与引当金 601,613 285,289

役員賞与引当金 5,000 25,401

その他 1,710,296 1,819,636

流動負債合計 18,355,063 15,384,277

固定負債

繰延税金負債 893,547 1,023,063

その他 189,550 168,296

固定負債合計 1,083,097 1,191,360

負債合計 19,438,161 16,575,638

純資産の部

株主資本

資本金 1,658,323 1,658,323

資本剰余金 2,033,421 2,033,421

利益剰余金 27,139,748 27,197,606

自己株式 △14,779 △14,815

株主資本合計 30,816,714 30,874,537

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,069,399 2,330,446

為替換算調整勘定 934,205 724,418

退職給付に係る調整累計額 572,080 553,719

その他の包括利益累計額合計 3,575,685 3,608,584

非支配株主持分 378,268 370,287

純資産合計 34,770,668 34,853,409

負債純資産合計 54,208,829 51,429,047

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

(1) 四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

売上高 15,148,374 16,878,135

売上原価 12,994,119 14,164,552

売上総利益 2,154,254 2,713,583

販売費及び一般管理費 2,108,836 2,177,661

営業利益 45,417 535,922

営業外収益

受取利息 4,546 3,392

受取配当金 55,513 54,358

仕入割引 31,348 29,593

為替差益 49,358 －

その他 5,087 12,080

営業外収益合計 145,854 99,425

営業外費用

支払利息 980 1,658

デリバティブ評価損 813 －

為替差損 － 12,796

その他 93 1,043

営業外費用合計 1,887 15,498

経常利益 189,384 619,848

特別利益

固定資産売却益 1,109 3,135

特別利益合計 1,109 3,135

特別損失

固定資産除却損 40 0

特別損失合計 40 0

税金等調整前四半期純利益 190,453 622,984

法人税等 43,897 170,097

四半期純利益 146,555 452,887

非支配株主に帰属する四半期純利益 13,505 12,982

親会社株主に帰属する四半期純利益 133,050 439,904

(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

四半期純利益 146,555 452,887

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 116,142 261,047

繰延ヘッジ損益 706 －

為替換算調整勘定 216,429 △230,751

退職給付に係る調整額 △28,443 △18,360

その他の包括利益合計 304,835 11,935

四半期包括利益 451,390 464,822

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 435,844 472,803

非支配株主に係る四半期包括利益 15,546 △7,980

（四半期連結包括利益計算書）
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

減価償却費 75,471千円 78,694千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年６月30日）

投資その他の資産 11,866千円 11,866千円

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月31日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

　　名古屋事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 楠　元　　　宏

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 樋　口　幹　根

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている明治電機工業株式会社の2025年４月１日から2026年３

月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半期連結累

計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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